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この「業務仕様書」（以下「仕様書」という。）は、岩手県（以下「県」という。）

が実施する「令和７年度おかえりプロモーション企画運営業務」（以下「本業務」と

いう。）に係る受託候補者の選定に関して、県が、契約する事業者（以下「受託者」

という。）に要求する本業務の概要や仕様を明らかにし、企画コンペに参加しようと

する者（以下「参加者」という。）の提案に具体的な指針を示すものである。 

 

１ 本業務の目的                                 

 県就職マッチングサイト「シゴトバクラシバいわて」（以下、「シゴトバクラシバ

いわて」という。）による支援対象者やＵターン就職者数を増やすため、帰省する

県外在住の本県出身者に対して、「いわてで働く魅力」や「Ｕターン就職に関する

支援体制・制度」などに関するプロモーションを実施し、本県へのＵターンを力強

く働きかける。 

 

２ 本業務の概要                               

⑴ 業務の名称 

令和７年度おかえりプロモーション企画運営業務 

⑵ 委託期間 

契約締結の日から令和８年３月 31 日まで（予定） 

⑶ 主な業務 

① Ｕターン促進に向けたＰＲ活動 

② Ｕターン促進に向けたウェブ広告による情報発信 

⑷ 委託上限額 

3,528 千円（消費税及び地方消費税を含む） 

⑸ 発信内容 

① 岩手県へのＵターン促進  

② 「シゴトバクラシバいわて」の登録促進 

③ 移住相談窓口や移住支援金等の支援体制・制度  

④ 県主催移住フェア、Ｕ・Ｉターン就職フェア等のイベント情報  

⑤ その他、県が実施する「シゴトバクラシバいわて新規登録プレゼントキャン

ペーン」（予定）の参加呼びかけ 

 ⑹ プロモーション実施時期 

   多くの帰省者が来県するシーズンに実施する。なお、具体的な実施時期は県と

協議のうえ決定するものとする。  

 

３ 本業務の範囲                              

本業務の範囲は次のとおりとする。 

 ⑴ Ｕターン促進に向けたＰＲ活動 

  ① 業務の概要 

    帰省者に対して、本県へのＵターンを働きかけるため、帰省者が多く集まる

施設等への広告掲出や、帰省者に直接アプローチできるＵターンＰＲブースを

設置し、Ｕターンについて働きかけるとともに、「シゴトバクラシバいわて」

の登録促進を行う。 
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  ② 業務内容 

   ア ＵターンＰＲブースは、２日間以上設置することとし、ブースには必要な

装飾を行うこと。なお、提案にあたっては、ブースの設置場所や集客方法、

「シゴトバクラシバいわて」への多くの登録につながる効果的な方法につい

て示すこと。 

   イ 施設等への広告掲出については、一定期間実施することとし、設置及び撤

去まで含むものとする。 

ウ 製作する広告物（ポスターやフライヤー、サイン等）については、帰省者

にＵターンを想起させるデザインとすることとし、ポスター及びフライヤー

を必ず含めること。作成部数は、ポスターは 60 部程度、フライヤーは 3,000

部程度を想定しているが、詳細については、契約後、県と協議のうえ、決定

すること。なお、提案にあたっては、そのデザイン及び形状、掲出場所等に

ついて具体的に示すこと。 

エ 上記以外の業務が発生する場合は、県と受託者において協議のうえ決定する。 

⑵ ウェブ広告による情報発信 

① 業務概要 

主に首都圏在住の移住や転職を考えている社会人層に対して「シゴトバクラ

シバいわて」の認知度を向上させ、利用登録につなげるためのウェブプロモー

ションを実施する。 

② 業務内容 

ア 「シゴトバクラシバいわて」の認知度を向上させ、利用登録につながる効

果的なウェブ広告（各種ウェブ・ＳＮＳ広告等）を製作し、配信、運用を行

うこと。 

イ 本広告については、県が実施予定の「シゴトバクラシバいわて登録促進プ

レゼントキャンペーン」と連動した情報発信を行うこと。 

ウ 提案にあたっては、ウェブプロモーション全体の戦略的な設計、クリエイ

ティブ、プロモーション手法、実施時期、クリック数や登録数などの成果予

測及びプレゼントキャンペーンとの連動性等について、具体的に提案するこ

と。 

⑶ 自由提案 

 その他、Ｕターン促進につながる効果的な方法について、予算額の範囲内で

自由に提案にすること。 

⑷ 効果分析・実績報告 

事業終了後、速やかに次の内容を含めた報告書を１部作成し提出すること。 

 ア 事業概要 

 イ 事業の実績 

 ウ 収支報告書 

 エ 本事業で作成した資料一式 

 オ 本事業による広告効果等の測定・分析結果 

 カ 次年度以降の改善案 

 キ その他県が指示するもの 
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 ⑸ 数値目標 

本事業による「シゴトバクラシバいわて」の新規登録者数 265 名以上を目指し

て取組を進めること。 

⑹ 留意事項 

 ① 県が独自で実施する「シゴトバクラシバいわて登録促進プレゼントキャンペ

ーン（内容：シゴトバクラシバいわて新規登録者の中から抽選で景品をプレゼ

ント（予定））」の事務局は、県定住推進・雇用労働室に設置するものとし、問

い合わせ等への対応や、プレゼント発送等の当該キャンペーンに係る経費負担

は県が担当する。 

② 本事業は同時期に開催する県や他団体主催の事業と連携して実施することと

する。 

③ 各業務や各種広告物等については、原則として１回以上、県と協議する場を

設けること。 

 

４ 企画提案書の構成                              

参加者は、下記の提案項目について必要な書類を作成し、提案すること。 

⑴ 上記「３ 業務の仕様に関する事項」に定める業務の内容に係る企画等の提案 

⑵ 本業務の実施に要する費用を明らかにした費用積算内訳書 

※ 費用積算内訳書については、積算した金額に当該金額の 100 分の 10 に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって積算額とするので、参加者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、積算した金額

の 100 分の 110 に相当する金額を費用積算内訳書に記載すること。 

⑶ 会社の概要書（名称、所在地、代表者氏名、主な実績） 

⑷ 事業全体の実施スケジュール、実施体制 

 

５ 企画提案書の書式等                             

⑴ 企画提案書は、やむを得ないものを除き、原則、縦Ａ４判左綴じ又は横Ａ４判

上綴じにまとめることとし、10 部提出すること。  

⑵ 提出する企画提案は各者１案までとする。  

⑶ 提案書提出後の追加、修正は原則認めない。  

⑷ 提案書等の作成・提出に係る費用は選定結果に関わらず提案者の負担とする。

また、提出した企画提案書等については返却しない。  

 

６ 契約に関する条件                              

⑴ 再委託等の制限 

① 受託者は、本業務の全部又は本業務の企画若しくは制作等のうち監理業務部

分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。  

② 受託者は、本業務の一部を第三者に委託することができるが、その際は事前

に、再委託の内容、再委託先（商号又は名称）、その他再委託先に対する管理

方法等、必要事項を県に対して文書で報告しなければならない。  
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⑵ 再委託の相手方 

受託者は、上記「⑴ 再委託等の制限」①により本業務の一部を第三者に委託

する場合は、その相手方を、岩手県内に主たる営業所を有する者の中から選定す

るように努めなければならない。  

⑶ 業務履行に係る関係人に関する措置要求 

① 県は、本業務の履行につき著しく不適当と認められる場合は、受託者に対し

て、その理由を明示した文書により、必要な措置をとるべきことを請求するこ

とができる。 

② 県は、上記「⑴ 再委託等の制限」②により受託者から委託を受けた者で本

業務の履行につき著しく不適当と認められる場合は、受託者に対して、その理

由を明示した文書により、必要な措置をとるべきことを請求することができ

る。 

③ 受託者は、上記①、②による請求があったときは、当該請求に係る事項につ

いて必要な措置を講じ、その結果を、請求を受けた日から 10 日以内に、県に

対して文書により通知しなければならない。 

⑷ 権利の帰属等 

本業務の実施により制作された成果物及び資料又はその利用に関する著作権、

所有権等に関しては、原則として委託料の支払いの完了をもって受託者から県に

移転することとするが、その詳細については、県及び受託者間で協議の上、別途

契約書により定めるものとする。 

⑸ 機密の保持 

受託者は、本業務を通じて知り得た情報を機密情報として扱い、目的外の利

用、第三者に開示、漏えいしてはならない。契約終了後もまた同様とする。 

⑹ 個人情報の保護 

受託者は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合は、個人情報保護条

例（平成 13 年岩手県条例第７号）を遵守しなければならない。 

⑺ その他 

この仕様書に記載のない事項については、県と協議のうえ、取扱い等を決定

し、業務を遂行すること。 

 

７ その他                                  

⑴ 本事業は、国の交付金を活用して実施することから、会計検査による実地検査

の対象となること。 

⑵ 特定の個人への飲食費・販促品提供費の支給などそれに類する経費について

は、本委託料の対象外となること。 

⑶ この業務仕様書により難い事情が生じたとき、又はこの業務仕様書に疑義が生

じたときは、県と受託者が協議して定めるものとする。 

 


